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1枚精調査費G)標専

1.政務訴査費の目的

議員の調査研究に資するため必要な経費 の一部として､諌会における会派又は会派に

所属しない議員 (以下 ｢無会派議員｣とい うo)に交付されるもので､議会審議の充実

を図り､もって県民福祉の向上に寄与することをE3的としている0

2.根拠規定

(1)地方自治法第100粂第14項及び第15項

(2)宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例

(3)宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例施行規程

3.交付制度の概要

交 付 対 象 議会の会派又は会派に所属しない篤農 (無会派態員)〔条例

第2条〕

交 件 鎗 月額35万円に月の初日における会派の所属琴員数を乗じて

得た額 〔条例第3条〕

無会派慈鼻 月額 35万円 〔条例第4条〕

交 付 方 法 原則年2回 (上半期 .下半期)〔条例第9条〕

使 途 使途基準に従い使用しなければならない 〔条例第10条 .粂

例施行規程第6条〕

証拠昔類等の整理保管 会計帳簿を調製 し支出内訳を明確にするとともに､証拠書叛 】

等を5年間保存しなければならない 〔条例第12条〕

収支額告書等の提出 収支報告書に､政務調査の主な実線を記載した実績報告署､

領収書その他の証拠書類の写しを添えて蔑長に提出しなけれ

ばならない 〔条例第1.3条〕

政 務 調 査 費 の 返 還 交付を受けた額に残余が生じた場合には返還しなればならな

い 〔条例第16条〕

示情報を除き､閲覧に供するものとされている 〔条例第17



lJ改托調査費突付の実時

｢.交付対象と交付亀

政務調査費は､月額35万円に月の初 E=こおける各会派の所属嵩負数を乗じて得た

額が会派笹対し交付されるO無会派議員に係る政務調査費は､月額35万円を月の初

辞職等の事由により会派の所属議員数に変化があった場合における交付の具体例は､次のと

おり｡

･4月1E3所属鼓異数ユ0人の会派で､5月1削こ1人辞職した場合

一一交付金額 35万円×10人 ×1ケ月-350万円 (4月分)

35万円×9人×11ケ月-3,465万円 (5-3月分)

計 3,815万円

14月1日所属鼓員数10人の会派で､ 5月2日～月末の間に_1人辞職した場合

-交付金額 35万円×10人×2ケ月-700万円 (4･5月分)

35万円×9人×10ヶ月-3,150万円 (6-3月分)

計 3,850万円

2.交付方法等

(1)通常の場合

① 会派届のあった会派及び無会派議員届のあった無会派蔑員に対し､知事から政

務調査費の交付決定 (年間額)が行われるO

② 会派の代表者及び無会派議員は､上半期分については4月20E∃までに､下半

期分については10月5日までに請求書を提出するD

③ 請求書が受理されてから1週間程度 で､全編及び無会沢議員が指定する口座に

振 り込まれるO

④ 会派の所属議員は､会派が定めた期 E3までに月毎の支出金額と使途内容を会派

に提出する｡会派は､その内容を審査 し適切と認めた場合に､当該議員が支出し

た金額を政務調査費として交付する｡

(2)各半期の途中において港長の任期が満了する場合

(宮城県藷会の場･合4月29日)

① 会派届のあった会派及び無会派議員届のあった無会派議員に対し､知事から政

務調査費の交付決定 (1ケ月分の額)が行われるO

② 会派の代表者及び無会派嵩農は､任期満了日が属する月数分 (1ケ月分)の請

求書を提出するD

③ 請求書が受理されてから1週間程度で､会派及び無会派議員が指定する口座に

振 り込まれるO
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(3)年度の途中で会派が解散 ･消滅 した頚合及び無会派雄鳥が無会派鞍鼻でなくなっ

た場合

① 会派解散等届のあった会派及び琴会 派東員でなくなった当該議員に対 し＼知事

から改めて政務調査費の変更交付決定 (年間額)が行われるロ

② 当該会派の代表者であった者及び無 会派篤農でなくなった当該議員は＼消滅 し

たE3及び無会派嵩鼻でなくなった日の属する月の翌月 (その日が月の初日の場合

政務調査費の返納が伴う藤倉の具体例は､次のとおりB

-交付決定済額 35万円×10人×12ケ月-4,200万円 (12ケ月分)

変更交付決定額 35万円×10人×7ヶ月-2,450万円 (4-10月分)

返 納 額 35万円×10人×5ケ月-1,750万円 (ll-3月分)

･4月1日所属慈員数10人の会派で､11月 2日～月象り_問に解散した場合

-交付決定済額 35万円×10人×12ケ月-4,200万円 (12ケ月分)

変更交付決定額 35万円×10人×8ケ月-2,800万円 (4-11月分)

返 納 額 35万円×10人×4ケ月-1,400万円 (12-3月分)

(4)年度の途中で会派の所属髄負数に畏敬が生 じた場合

① 会派異動届のあった会派に対し､知事から改めて政務調査費の変更交付決定 (年

問額)が行われる○

② 所属蔑負数が増えた会派の代表者は､異動 した 日の属する月の翌月 (その..日が

③ 所属蔑員数が減った会派の代表者は､異動 した日の属する月の翌月 (その日が

具体例は､次のとおりC

･4月lB所属意員数10人の会派で､11月1日に2人増となった場合
-交付決定済額 35万円×10人×12ケ月-4,200万円 (12ケ月分)

変更交付敦定額 35万円×10人×7ヶ月十35万円×12人×5ヶ月-4,550万

二三

～4月ユ日所属鼓員数10人の会旅で､11月 2日二月束の間__阜こ2人減となった場合

･-交付決定済額 35万円×10人×12ケ月-4,200万円 (12ケ月分)

変更交付敷定額 35万FqX10人×8ケ月+35万円×8人×4ケ月-3,920万円

返 納 額 35万円×2人×4ケ月-280万円 (2人分×12-3月分)

′ヽa



3.使途基準

(1)壌員と内容

条例施行規程 別表 (第6粂関係)

∃ 項 目 内 容

調 査 研 究 費 会派又は議員が行う県の事務及び地方行財政に関する調査研究∃並びに調査委託に要する経費 i
(調査委託費､旅費等)

i研 修 費 会派が行う研修会､言落演会の実施に必要な経費並びに他団体が
開催する研修会､冨賢演会等-の議員及び会派又は議員の雇用す

る職員の参加に要す る経費

(会場費 .機材借上 げ費､誇師謝金､会費､旅費等)

会 議 費 会派における各種会議又は議員が県政に対する県民の要望､意兄等を聴取するための会議その他県政に関する調査研究等を旨

的として実施する各種会議に要する経費

(会場費 .機材借上 げ費､資料印刷費､旅費等)

資 料 作.成 費 会派文は議員が嵩会審議に必要な資料を作成するために要する経費

(印刷 .製本代､原.稿料､作成委託費等)

資 料 購 入 費 会派又は議員が行う調査研究のために必要な図書 .資料等の購 〉人に要する経費

(書籍嬢入代､新聞雑誌購読料等)

広 報 費 会派又は議員が行う議会盲管動及び県政に関する政策等の広報活動に要する経費 .

会派又は議員が行う調査研究j管勤のために必要な事務所の設置

･事 務 所 費 ･管理に要する経費

(事務所の賃借料､管理運営費等)

事 務 費 【会派又は議員が行う調査研究に係る事務遂行に必要な経費
(事務用晶 .備品降入費､通信費等)

A. 件 # 会派又は議員が行う調査研究を補助する職長を雇用する経費(生計を一にする親族を雇用する場一合を除くD)

*( )内は例示
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(2)政務調査費を充当するのに適さない 例

具体例 (全国都道府県鼓会最長会資 料より)

① 政党活動経費への支出

例 ･党大会-の出席費用､政党潜動 ･県連 (政党等)滑勤費用､政党の広報誌 ･パン

フレット ビラ等の印刷及び発送費用､政党組織の事務所の設置維持経費 (人件

費を含む)､党大会賛助金､党大会参加費､党大会参加旅費等､会派の役具経費

② 選挙活動経費への支出

例 .選挙における各種団体-の支援依頼活動経費､選挙ビラ作成経費､選挙関係に係

る経費､選挙藩勤費

③ 後援会活動経費への支出

例 :後援会落動のための経費､後援会の広報誌 ･パンフレット･ビラ等の印刷及び発

送費用､後援会主催の報告会等の開催経費､後援会主催の県政報宮会開催経費

④私的活動経費への支出
例 ･慶弔健別費等 (病気見舞い ･香典 ･祝金･鯉別 ･寸志･中元 ･歳暮等､慶弔電報､

年賀状の購入又は印刷等経費)､冠婚葬祭-の出席費用 (葬儀 ･祝賀会 ･結婚式

･祭り等)､宗教藩動経費 (檀家総代会･奉R.監講 ･宮参り等)､観光･レクリエー

ション･私用用務等による旅行経費､親睦会 ･レクリニ-ション等のための経費､

議員傭人の私的朗勺のために使用す る経費

⑤ 挨拶､会食やテープカットだけの出席費用の支出

例.JA･漁協･土地改良区 ･森林組合等の総会における挨拶だけの出席､町内会.

老人クラブ.青年蟹 ･壮年会 L婦人会等の新年会の会食だけの出席､県有施設･

県道等の起工式や竣工式の出席

⑥ 飲食を主旨的とする懇談会の出席費用の支出

⑦ 誌鼻が他の団体の役職を兼ねている 場合における､その団体の理事会､役鼻

会､総会の出席費用の支出

⑧ 公職選挙法やその他の法令等制限に抵触する事項に係る経費の支也
例 :公職選挙法第 199条の2の寄付に貫亥当する経費 (お茶及びお茶うけを超える飲食

の提供､食客の号是供)

⑨ 事務所として使用する不動産の購入 ､建築工事費への支出

⑩ 政務調査活動に使用する自動車の猿人､修理点検費の-維持費-の支出

⑪ 政務調査活動に直接必要としない備品等の購入､リース代への支也

例 :絵画､冷蔵直､衣服等
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(3)会費として支出するのに適さない例

具体例 (全国都道府県議会議長会資料より)

① 団体の活動総体が政務調査活動に寄与しない場合､その団体に対して納める

年会費､月会費

②傭人の立場で加入している団体などに対する会費等
例 町内会費､公民館費､壮年会費､pTA会費､婦人会費､スポーツクラブ会費､

商工会費､同窓会費､老人クラブ会費､ライオンズクラブ･ロータリ-クラブ

会費等で鞍鼻個人に本来帰属する会費

③ 政党 (県連)本来の活動にともなう党大会､党費､党大会賛助金等

④ 議会内の親睦団体 (議員野球部､ゴルフクラブ)の会費

⑤ 他の議員の後援会や祝賀会に出席す る会費

⑥ 宗教団体の会費

⑦ 冠婚葬祭の軽費

例.結婚式の会費､香典､祝賀会の会費､祭りの経費 .

⑧ 親睦または飲食を目的とする会合の会費

⑨ 意見交換を伴わない会合の参加費
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(4)使途項目ごとの具体例

項 目 具 体 例

調査研究費 ○会派又は蔑見が行う県の事務及び地方行財政に関する訴査研究並びに部査委託

するものに限るO)④ 国等からの説明聴取及び要望浄動

⑤ 国 .県 .市町村 ー各種団体が主催する会読等-の参加 (意見交換を伴 うも

のに限るO).⑤ 住民-のアンケー ト調査

⑥ 他の機関等-の調査委託

】H 交通費､宿泊費､調査先での会読開催経費､調査報告書作成費､郵送料､
f蔑見連盟会費､調査委託費 等

研 修 費 ○会派が行 う研修会､帯演会の実施 に必要な経費並びに他団体が開催する研修会､

講演会等-の散見及び会派又は麓負の雇用する職員の参加に要する経費

① 県政セミナーの開催

② 研修会-の.所属喪具及び職員の派遣

③ 政経懇談会-の議員の参力ロ

Ii研修会等開催経費 (会場費､機材借 り上げ費､資料印刷費､講師喜射金ゝ

…会意用茶菓代等)､交通費､宿泊費､会費､参加負粗金 等

会 読 費=o会派における各種会鹿又は蔑見が県政に対する県民の要望､意見等を聴取するための会態その他県政に関する蘭査研究等を目的として実施する各種全港に要する経費① 定例会提出予定議案の事前 レクチャー､定例会質疑分担協義② 特定政策課題に係るプロジェクト会誌の開催

③ 政策審散会､県政懇散会の開催

④ 県政報告会の開催

⑤ 各種機関.団体等との意見交換会の開催

i;会蔑開催経費 (会場費､機材1菅り上げ費､資料印刷費､講師謝金､

;会態用茶菓代等)､交通費､宿泊費 等

資料作成費 ○会派又は散見が態会容態に必要な資料を作成するために要する経費

. ① 定例誉質疑参考資料集の伴成

≧ ② 紺 予算に関する資料集の作成

;;

丁



項 目 具 体 例

資料購入費 ○会派又は蔑見が行 う調査研究のために必要な図書 .資料等の購入及び新聞購読

に要する経費

① 業界専門誌の購読

② 専門囲春の購入

(資料を購入する経費はすべ てここに計上するB)

1;資料購入費､購読料 等I

､広 報 費 ○会派又は散見が行 う態会潜動及 び県政に関する政策等の広報清動に要する経費

(県民の意見を態会専管勤に反映 させることを目的として実施するもの)

① 会派広報誌の発行② 会派の方針をPR.するリーフ レットの作成及び頒布

③ 県政だより及び政策パンフ レットの作成及び頒布

④ ホームページを用いた広報務動

);編集企画費､広報誌等印刷製本 費､ホ-ムペ-ジ作成 .更新委託経費､ 】ili5郵送料､交通費 等

(注)政党及び後援会の広報 (会報｣広報費､パンフレツ,ト､ビラ等の印刷代､

/送料等)､あるいは選挙清動に係る広報､ビラの作成等の経費は嘗亥当しないQ

事務 所 費~C)会派又は敬具が行 う訴査研究替勤のために必要な事務所の設置 .管理に要する

&#
t

l圭事務所貸借料､管理運営費 (光熱永費)等Ⅰ

(堤)事務所の購入経費や､環境整備に要する経費はき亥当しないo

# # %○会派又は義貞が行 う耶査研究に係 る事務遂行に必要な経費
① 事務用晶の購入､コピー代ー事務機器の修理代､燃料代

② 事務用機器 (パソコン等)､机､椅子の購入

③ コピー稔､ファクシミリの リース料

④ 電話料､インターネット使用料､郵送料

】--事務用品 二事務用機籍購入､電喜寿料､インタ-ネット接続料､郵送料､!コピ-機等のリ-ス料 等l

(症)自動車の購入費及び修繕､喜検､保険料等の維持管理経費は該当しなし

人 件 費 ○会派又は義貞が行 う闘査研究を;緒助する職員を常用する経費 (生計を一にする

親族を雇用する場合を除く○)

① 政務調査静動を補助する職員 を常時又は臨時に雇用

【;職員の給料､各種手当､社会保:険料､臨時職員賃金 等】



(5)漫巨別の充当指針

実費充当を原則とするD

ただし､｢県散会蔑鼻の蔑農事艮酬等に関する条例｣第6粂 (第5項を除く｡)

に規定する費用弁償の額を整用 して充当することができるものとするDその場

合は､支払証明書に旅費試算書を添付の上､議員が金額を証明するものとするD

(1)交通費-の充当

運賃等の実費を充当することが原則o

ただし､自家用自動宜を調査研究潜動に使用した際の交通費は､その算出

が困難なことから､燃料イセの実費に代えて､移動艮巨雛を測り1キロメー ト/レ

当たり37円で計算 した革質を充当することができるものとするD移動距離

は畿員の実測によることとし､支払証明審により議員が証明する,

イ JR､私鉄､バス､地下鉄､船舶 - 実費充当
【証拠書類】利用の際に徹 した領収書又は旅行代理店を通じて亭配した場

合等の当該店発行の領収署o自動販売梅などで購入し領収書がない場合

は支払証明音により議員が証明するO

ロ タクシー､駐車料金 - 実費充当

【証拠書類】利用の際に徹 した領収書

ハ 航空株 - 実費充当

【証拠書類】利用の際に徴 した額収審又は旅行代理店を通じて手配した場

合の当該店発行の領収書

二 自家用自動喜 - 実費充当又は革賃相当額充当

【証拠書類】実費充当の場合は､燃料代の領収書 (政務調査括動分として

按分した額を充当)O家賃相当額充当の場合は､月毎に議員が整理した

支払証明書D

ホ 有料道路料金 - 実費充当

【証拠書類】利用の際に徴 した領収書又はETC利用明細書

タクシー料金-の政務調査費の充当は､調査研究活動に当たって､他

に利用できる公共交通機関がないか､運行本数が少ない場合､緊急の堤

合等､タクシーを利用する合理的な理由がある場合に充当できる,

ただし､飲食を主たる巨的 とした会合 (各種団体の新年会や忘年会等)

や会派や議員間の懇談会等に出席する場合は充当できないものとするD

また､調査研究活動に資する実質的な意見交換を目的とした会合に付

随する(連続する)懇談会に出席する場合であっても､飲酒を伴う場合

は次に掲げる例を除き充当できないものとする｡

･研修会､研究会等で外部講師を呼んでいる場合

･シンポジウム

･異業種交流会
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2)宿泊費-の充当

実費を充当することが原則｡ただし､費用弁償の規定を準用して旅費を

計算 した場合は､その定額 まで充当できるO

なお､実費充当といえども､社会通念上高額な宿泊費は望ましくないC

また､宿泊費は宿泊料金 (室使用料)と朝 ･夕食代に充てるためのもので

あり､マッサージ､有料テ レビ料金､客室冷蔵庫使用に伴う経費等に政務

調査費を充当することは適 当でないC

【証拠書類】宿泊施設が発行する明細の表示された領収書

会費 (参加費) 会費 (参加費)-の政務調査費の充当に際 しては､支出対象である団体の清

勤内容や実態が調査研究清動に適 うものであり､実質的な意見交換が中心であ

る藤倉に充当できるものとするO

【証拠書類】会鼓等の主催者が発行する領収書

(1)懇談会等-の出席に要する会費

飲食を主たる目的とした会合 (各種団体の新年会や忘年会等)の会費や

会派や議員間の懇散会等の会費-充当することは禁止する｡

また､調査研究活動に資す る実質的な意見交換を巨的とした会合に付随

する (連続する)懇談会で､会費の額が明確に定められているものであっ

ても､飲酒を伴う場合は次に掲げる例を除き充当できないものとするG

なお､飲酒を伴 う場合の会費として充当できる金額は､会費の3分の2

以内又は5,000円のいずれか低い額を上限とするo

･研修会､研究会等で外部講師を呼んでいる場合

･シンポジウム

･異菓穫交流会

･公的性格を有する経済汚体や福祉団体等との意見交換会

(2)政務訴査費の充当が不適当な会費 (参考事例)

○ 団体の盲管動総体が政務等調査簿勤に寄与しない場合､その団体に納める

年会費､月会費等

○ 個人の立場で加入してい る団体等に納める会費等

例 .町内会費､公民館費､pTA会費､婦人会費､スポ-ツクラブ会費､

商工会費､同窓会費､老人クラブ会費､ライオンズクラブ会費､ロ

ータリークラブ会費な ど慈鼻個人に本来帰属する会費等

C) 政党 (県連)本来の潜動 に伴 う党大会､党費､党大会賛助金等
C) 議会内の親睦団体の会費
○ 他の散見の後援会や祝賀会等に出席する会費

○ 宗教団体の会費､宗教汚･勤-の出席に要する会費

○ 冠婚葬祭の経費 (結婚式 の会費､祝賀会の会費､祭りの経費負担)

○ 親睦又は飲食を朗勺とす る会合の会費

○ 意見交換を伴わない会合 (挨拶､会食､テープカットだけ等)の会費

○ 他団俵の役職を兼ねてい る議員がその団体の理事会 ･総会等-出席す

る際の経費
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費 目 5 内 容

事務所経費 事務所経費への政務調査費の 充当に際しては､(1)のような事務所の要件を

備えており､実際にそこが調査研究弓菅勤に使用されている場合に充当できるも

のとするo

政務調査費は調査清動の対価 を支払うものであり､調査活動を行 うための環

境整備にまで使 うことは適当で ないため､事務所の購入及び環境整備に要する

経費に充当することは適当でな いO

なお,事務所が自己所有又は生計を一にする親族の所有である場合は､事務

所賃借料に充当することは不適 当であるC

【証拠曹操】当育亥経費の領収書

(1)事務所の要件

イ 事務所としての外形上の形態を有していること (00最長事務所等の看
板設置等)

ロ 事務所としての機能を有 していること (事務スペース､応接スペース､

事務用備品等)

ハ 連絡要員等を配置 してい ること

こ 賃貸の場合は､原則として議員個人が契約主体となること

(2)事務所経費の按分方針

畿員の活動は､政務調査滑動 と他の活動が滞然一体となっていることから､

事務所経費-の充当に当たっては､各議員の活動実績に応 じて合理的に説明

可能な範露で按分割合を算出 し､充当する必要があるD

なお､明確に按分割合が算出できない場合は､2分の1を超えない範囲で

充当できるものとするO

※ 事務所を後援会及び住居･等

可能な限り事務所の賃貸借契約､電話､ガス､水道等の契約を分離す

ることが望ましいO手続き的に困難な場合は､現に政務調査潜動に充て

られている実態に応 じて按分すること｡分離して賃貸借契約することが

難しい場合､就農と後援会が共同で契約する方鮭や､いずれかが契約主

事務用品 ･備

品購入費､ リ

ース料

政務調査費は､原則的には調査研究活動に要する費用に充当するものであり､

調査研究活動を行うための環境整備にまで充当することは適当でないO

このことから､備品や消耗品の購入に政務調査費を充当する場合には､調査

研究滑動に対する有用性が高く､調査研究活動に直接必要であると認められる

ものに限定すべきであり､領収書等にその品名を明らかにしておく必要があるD

購入店で領収書に記載 されない場合は､領収書等添付票の余白に液量が付記す

るものとするDまた､その購入価格についても政務調査費を充当する備品とい

う観点から常識的に判断する必要がある｡

なお､自動案の購入費及び維持管理経費 (喜検代､保険料､自動車重量税､

修繕費等)は対象経費として瓢められないo

【証拠書類】当誉亥経費の領収書
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会議や研修会における食糧費-の政務調査費の充当に際しては､公職選挙法

の制限に抵触しないこと､及び社会通念上妥当な範囲のものであることを前提

とした上で､食糧費の支出自体が調査研究活動としての会託等との-体性があ

る場合に充当できるものとするO

【証拠書輯】耗入先又は利用二施設が発行する明細の表示された領収書

(1)政務調査費を充当できる経費

○ 調査研究活動として開催 される昼食会等の経費 (意見交換会､識者を

囲んでの研修会等で会沢二又は鼓鼻が開催するものに限るD)

C) 調査研究活動として開催 される会合における､湯茶 ･茶菓等の経費(蕉

見交換会､識者を匪んでの研修会等で会派又は最長が開催するものに限

る｡)

(2)政務調査費の充当が不適当な経費

○ 会派や敢為間での懇談 ･懇親を巨的とした会合に要する経費

○ 飲酒を伴う会合に要する経費

(政務調査の一環として開催されるものであっても､飲酒を伴う会合の

飲食代には政務調査費を充当しないものとする｡)

※ 公職選挙法上の制限 (公 職選拳法第199

意見交換会の参加者,研修会の誇師等-の食事の提供に当たっては､

篤農の選挙区内にある者-の食事､飲食の提供が公職選挙法で禁止され…

ている ｢寄付｣にあたるため､注意が必要D

ただし､湯茶及びこれに伴い通常用いられる程度の茶菓の提供は差し

会派又は義農が行う広報にはーその内容に照らして大別すると､次の2穏短

が考えられる｡

① 住民の意見を聴取することを目的とするもの

② 鼓会j看動の成果等を報告す るもの

調査研究活動という観点からほ､住民の意見を畿会浄勤に反映させることを

目的としているものであるか否かを基本として判断する必要がある｡

ただし､広報誌やホームページ等において､調査研究活動以外の活戟 (政党

清動や後援会活動等)に関する内容が含まれている場合は､記事の割合など合

理的に説明可能な範囲で按分割合 を算出し､充当する必要があるO

なお､明確に鮫分割合が算出できない場合は､2分の1を超えない乾期で充

当できるものとするO

て証拠書環】当骸経費の額収書
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費 巨 内 容

ファクシミリ等)の購入経費及びリース料に充当することができるoなお､政党活動や後援会活動等と併用している場.合は､使用実態に応じて

○〟 自動車

○ 冷蔵鹿､エアコン､応=按セット等の備品

○ 衣服!

通偉費 固定電話､携帯電言古､ファクシミリ､インタ-ネットをJ調査研究滑動に使用

する場合に杜､政務調査費を充当することができるO

なお､調査研究籍勤以外の落動にも使用している場合には､使用実態に応じ

て按分する必要があるが､明確に按分割合が算出できない場合は､2分の1を

超えない範囲で充当できるものとす るO

【証拠書棟】当隊経費の領収書【

書籍購入費､ 調査研究活動のために必要な書籍､雑誌等の昧入､新聞等の購読料に充当す

新聞等購読料 .ることができるC

筈籍や雑誌の購入に政務調査費を充当する場合には＼調査研究浮動に財する

有用性が高く､調査研究浄動に直接必要であると認められるものに限定すべき

であり＼領収書等にその書籍名を明らかにしておく必要があるo韓入店で領収

書に記載されない場合は､領収書等添付票の余白に議員が付記するか､書籍表

紙のコピーを添付するO

【証拠書類】当骸経費の領収書

人件草 調査研究清動の補助業務のために雇用した職員の人件費には､従事している

実態に応 じて政務調査費を充当す ることができる〇ただし､,生計を一にする親

族を雇用す る場合は対象外とするO

人件費に政務調査費を充当する場合は､雇用実態が客観的に確認できる証拠

書類(雇用契約書､-協定書 (覚書)､勤務実績､毎月の支払い等)を適切に整

理しておく必要がある.○

会派又は鼓長が､事務所職長に調査研究活動の補助業務のほか＼それ以外の

業務 (敏党活動や後援会活動等) も兼ねて従事させている場合には､勤務実績

ぎ表 (勤務 E3誌)に基づく勤務時間により按分して充当するか､調査研究一瞥動に

なお､明確に按分割合が算出できない場合は､2分の1を超えない範囲で充

当できるものとするQ
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4.支出における智恵事項

(1)美東支出の原則

調査研究籍動は会派又は議員の自発的な意志に基づいて行われるものであることか

ら､政務調査費は､社会通念上妥当と考え られる範囲内であることを前提とした上で

調査研究活動に要 した費用の実費に充当す ることが原則である｡

ただし､旅費の計算については､事務の簡素化の観点から､県鼓会歳旦の敦員報酬

等に関する条例第 6条 (第 5項を除くO) に規定する費用弁償の額を準用 して､充当で

きるものとする｡

(2)充当の範寓

充当する範繁は､調査研究に直接必要とする経費に限られ､たとえ調査研究に使用

する落合であつても､喪具の私的財産の形 成等につながるものには充当できないO

政務調査費は､当該年度の調査研究落動 に要する経費に充てるものであり､年度を

･超えて使用することはできない○

本会義や委員会用務等に.は別途費用弁償 が支給されるので､これに係る経費 (委員

く3)按分による支出

① 按分の必要性

会派又は態員の活動は､蓉全浮動､政 党活動､選挙活動等と多彩であり､一つの

享菅動が政務調査滑動と他の盲管動の両面を有 し､滞然一体となっていることが多いD

このことから､盲管動に要した費用の全客削こ政務調査費を充当することが不渡当な場

合には､使用面積や浄動実務などの合理的な方法によって按分処理し､その積算根

拠を明確にしておく必要があるo

② 按分の方法

イ 使用面積による按分例 (事務所費な ど)

調査研究書菅動の占有面積 (△△m2)

建物全体の面積 (I)〇〇m2)

ロ 亨告動実績割合等による按分例 (事務所費､事務費､人件費､広報費など)

政務調査清勧 (A%)

政務覇査活動(A%)十意員(後讃会等)活動(B%)+政党･政治環関数(C%)+その他静勤(D%)

ハ 按分割合が明確にできない場合

2分の1以下で按分するD(2分の 1を超える充当には合理的な理由を明記)
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③ 按分方法の参考例 (全国都道府県義金議長会資料より)

イ 事務所費

･ 単独の事務所の場合は､賃借料､光熱水費等は政務調査従事時間数 (概数)

により按分するO

･ 他 (後援会等)の事務所と兼ねている場合は､可能な限り分離独立性を確保す

る外形形式を整えることが望ましいが､明確に分離契約ができない場合は､貸借

料については使用領域(面積)､使用内容により按分するC光熱水費は､基本料金

も含め使用頻度又は領域 (面積)で按分するO

ロ 事務費 (連騰費)

･ 政務調査に係る通話時間､使用頻度で按分するOファクシミリの使用状況のよ

うに､固定電話､携帯電話の使用明細を発行してもらい､相手先番号により振り

>分け按分する方法も考えられるo

ハ 人件費

･ 事務所職員を政務調査活動に従事 させている場合は､調査研究活動に従事する

平均時間､E3数等で按分するO

･ 政務調査活動のため雇用した専従職鼻の場合は､全貌充当できるD

(4)領収書等への使途等の嘗己載

収支報告書に添付して提出する領収書その他の証拠書類 (以下 ｢領収書等｣というO)

の写しには､次の事項が記載されている必要がある｡

① 領収書等の記載事項

イ 宛て先､日付､支出金額

口 領収書作成者の住所 ･会社名 (団体名)･代表音名(氏名)

ハ 支出目的:〇月分給料として､〇月分コピー機リース料として

② 領収書等添付票の記載事項

イ 使途内容 :領収書等の記載だけでは政務調査精勤との関連性が明らかでない場合

に余白に付記するoJR運賃 (〇月〇 日､仙台-東京)､△△研修会お茶代などo

ロ 按分による支出額 ,按分率とその積算根拠､按分による政務調査費支出額を記載｡

ハ 上限額による支出等 :按分による支出以外で､経費の一部に政務調査費を充当し

た場合､その金額を政務調査費支出額に記載し､理由を余白に付記する｡

③ 支払証明書の記載事項

イ 政務調査活動の実施日､呂的地､交通手段

口 移動距離､移動距離に基づく自家用自動車の章賃 .移動距離×37円/km

ハ 費用弁償の規定を準用した旅費額 :旅費試算書を添付

二 領収書等が徴収できない場合の支出額 :自動販売機で購入した切符代､ETCで

支払った有料道路料金等
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5.証拠替類の整理保管等

(1)会計帳簿等の整理保管

会派の政務調査費経理責任者は､政務調査費の支出について､会計帳簿を調製

し､その内訳を明確にするとともに､証拠書類等を整理保管し､これらの書類を

当該政務調査費の収支報告憲の提出期 間の末 日の翌 日から起算 して5年を経過す

る日まで保存しなければならないO

会派には､政務調査費を使途基準に従って使用しなければならないこと､実績報告書及び領収

書等証拠書類の写しを添えた収支報告書を鼓長に提出することが義務付けられており､政務調査

費の収支に係る会計帳簿等や支出に係る領収書等を整理保管するとともに､一定の期間保存して

おく必要があるO

(2)作成すべき会計畷簿等

会派が整備しておくべき最低限の会計帳簿等の参考例

① 政務調査費出納簿

会派が備えるべき帳簿等の種類や様式は特に定められていないo

(3)支出証拠蓉類等

① 支出を証明するものとしては､領収書 ,振込受領書その他これに類する書類を

整備する○

② ①の書類が取得できない場合 (自動販売機で購入した切符代､費用弁償の規定

基本的には､第三者が発行した領収署等を取得のうえ整備することが要件であり､これらが取

得できない場合に限って支払証明書により証明することとなる｡

(4)政務調査活動記録簿

この記録簿は､政務調査滑勤の内容 を記録 し公表することにより､透明性の向

上を図ることを目的として､政務調査汚動に旅費の支出を伴った場合に作成するo

書己録する必要がある主な事例は次のとお りO

･県政に関する調査研究目的のため､視察や調査を行ったとき

･会派や議員が主催する会意等を行ったとき

･他団体が主催する会議等に出席した とき

･広報rF動を行ったとき 等
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6.収支報告

(1)収支報告書等の提出

① 会派の代表者は､政務調査費の交付を受けた年度終了日の翌日から起算して

30日 (4月30日)以内に､収支報告書に所要事項を記載のうえ､政務調査

費の支出に係る領収書等の写しを添 えて鼓長に提出しなければならないD

② ただし､会派が消滅 した藤倉には､消滅 した巨の翌日から起算して30日以

内に､同様に最長に提出しなければならないC

議長に環出された収支報告昔等は､宮城県読会の保有する情報の公開に琶する条例に基づく

開示請求や宮城県議会における教務調査費の交付に院する条例に基づく閲覧の対象になるD

(2)作成の留意事項

① ｢収支報告書｣

ユ 収入

交付を受けた政務詞奪費の総額 を記載することO

五 支出

支出額は､使途項 目ごとの政務調査活動に要 した経費の総額を記載するこ

とCただし､収入額を超えた支出額 とすることはできない｡

iii 残余

交付された政務調査費が全て使用された場合には､｢0｣と記載 し､残余が
ある場合には､ 1収入の額からii支 出の猿を差 し引いた残余の額を記載する｡

IV ｢備考｣には､主たる支出の内訳を記載することO

② ｢実績報告書｣

1 主な実績

主な事業名 とその所要額を記載することO

五 内容

事業の主な内容を記載すること｡

hl 領収春等の写 しの添付方法

領収書等の写しは､必ず使途項 日ごとに分けて添付することO
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7.茶会の返還

(1)残余の額

会派が交付を受けた政務調査費の総 額から､使途基準に従って行った政務調査

費の支出の総額を控除して残った額｡

(2)荘余の返還方法

① 残余が生じた場合には､会派がこれを知事に返還す るD

② 知事から送付された納入通知書に より納付する｡

8.収支報告音等の閲覧

(1)収支報告書等の閲覧制度

鼓長に提出された収支報告署等は､宮城県議会の保有する情報の公開に関する

条例に基づく開示請来の手続きを経る ことなく､政務調査費の交付に関する条例

の規定により閲覧できるO

(2)非開示情報の取扱い

収支報告書や領収事等の写しに､宮城県言落会の保有する情報の公開に関する条

例における非開示情報が記載されてい る場合には､この情報部分を伏せて閲覧に

収支報告及び添付された領収署等の写しに記載されている非開示情報は､主に鼓員の雇用する

職員の住所 ･氏名や給与振込口座等の値人情苧取が考えられる｡

(3)閲覧の開始時期

収支報告昔等の閲覧は､議長に収支報告書等を浸出すべき期間の末 日の翌日か

ら起算して60巨…を経過 したE3の翌日か らできるG

閲覧の開始引去､年度が終了した後に提出される収支報告書の場合､議長-の浸出期限日が通

常4月30日となるので､その翌E3から起算して60E∃経過後の翌日である6月 30日となるD
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政#調査費交付手続き等フロー

① 会派届 族長-費交イ② 交付対象会派 .無会 知事

無会派議員届 派患鼻の通知

(会派異動届 .離脱 届) (会派異動届 .離脱届の通知)

(会派解散届) (会派解散届の通知)

③ 政務調 寸決定通知書

④ 政務調査費交付請求 (上半期 .下半期)

⑤ 政務調査費交付 (上半期 .下半期)

⑦ 収支報告書等

⑳ 残余金返還

⑪ 残余金返選一命令 (⑳の返選がなされないとき)

⑫ 公文書開示請求

⑬ 収支報告著等の閲覧

2ロ



政 務 調 査 費 交 付 事 務 の流 れ

⑦ (確認) 【 ○ ラ戸】

･ 農 芸芸器 ) ち- § 第14条 § △ i

⑨ 芸支報告書写しの送 本 - ) 第15条 ～ー~-I"I-"……--I-｢……ー(財務規則) i ○ ii≡

※補助執行:r読会に係る財務事務の補助執行に関する規程｣

第3条第1項 最長に､徒食の所掌に係る事項に関する次に掲げる事務を碍助執行させるQ

同条同項第2号 配当を受けた歳出予算及び債務負担行為に基づく事務の執行に関することe
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【記 戟 例】
様式第 10号 (第 7粂関係)

(残余がある場合)

平成00年 度 政 務 言調 査 費 収 支 報 告 書
(平成00年〇月～平成00年〇月分)

会派名又は無会派鼓真名

1 収 入

/ 鮒 決定金転を記軌 でくださいp

政務調査費 21,000,000 円

2 支 出
(単位 :円)

【調 査 研 究 費 12,696,450 を旅費､調査委託費等 ～

･研 修 費 1,530, 000 旅費､会場料､会費等 .

会 議 費 1,450, 00.0 旅費､会場料等?

資 料 作 成 費 354,000 -印刷 .製本費等

資 料 購 入 費 200,890 書籍購入費､新聞購読料等

広 報 費 1,564, 500 敗 - - 刷代､郵送料等 il

事 務 所 費 823,654 事務所賃借料等

事 務 費 844,363 事務用品代等

人 件 費 1,500,000 を調査研究補助具賃金

】書 合 . 汁 20,963,.857 】】i【

3 残 余

36, 143 円

㌦ 返納する細 となりま1.

(注)備考欄には,主たる支出の内訳 を記載する｡
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【記 載 例】

枝式第ユ0号 (第7粂蘭係)

(残余がない場合)

平成00年 度 政 務 盲調 査 費 収 支 報 告 書
(平成00年〇月～平成00年〇月分)

会派名又は無会派議員名

1 収 入

♂ - 交付決定金額を紀凱 てくださいD

政務調査費 4,200,000 円

2 支 出

項 目 支 出 額

(単位 :Fq)

備 考

調 査 研 究 費～ 2,162, 750 ≧旅費､調査委託費等

研 修 費 180,000 旅費､会費等 t

会 議 費 150,000 ⊆旅費 ∈

資 料 作 成 費 154,0.00 t印刷 .製本費等

資 料 席 入 費 ≡ 50,950 書籍購入費､新聞鷹読料等

事 務 所 費 423,550 ∫芦事務所賃借料等

､事 務 費 ∃ 214,350 事務用品代等

人 件 署 300,000i i調査研究補助員賃金 ;1

収入軽を追えることはできません｡

3 残 余

(堤)備考欄には,主たる支出の内訳を記載するO
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f記 載 例】
様式第11号 (第7条関係)

平成00鑑度 政務 調査費実線報告書

会派名又は無会派義貴名

(単位 .円)

項 目 及 び 支 出 額 主 な 実 演 1 内 容

･介護保険問題調査 00⊂)00円 ･介護保険問題調査

】調 査 研 究 ･県外調査 〇〇〇〇〇円 書 ○○地区外○件､延べ〇〇日､○

･欧州調査･◎◎調査･◎◎調査

F i ○○匡5､〇日臥 〇人参加 言【

皇研 修 ･教師 修会 . 〇〇〇〇〇円 t.政策に断 る研修会･各地区研修会 〇〇〇〇〇円 仙台市内､延べ〇回開催

巨会 議 ･会派全体会議 〇〇〇〇〇円 `･会派全体会嵩 (意見調整)

麿 〇回開催i

資 料 作 成 ･政策部会用資料作成 .○件､○○部作成〇〇〇〇〇円 p

2資 料 購 入 ･その他 〇〇〇⊂)〇円 ;･新聞購読料 E･書籍購入代

(注)｢主な実績｣欄には,5万円以上の事業名とその所要額を全て,｢内容｣欄には事業に応

じ,概要,件数等を記載すること05万円未満の事業については,｢主な実績｣欄に ｢そ

の他00｣として合計額のみ記載し,｢内容｣欄に項目等を記載することO
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様式第 12号 (第 7条関係)

【記 載 期

領収馨 等添付票

〔領 収 書 〕

o o O C)0＼

両署成不店
仙台市常葉直紛1-1
TEL022-271｣7611
FAX022-277-7632
冨品名 単価 鞍

お黒い上げ城に有り挺う初夢い
今年のCBW抜取族蘇って出発だ
楽しい思い出管デジ刀メで簡単鵠影
またの収実存を畠待ちしております
先行≡ 28D5年Q5月84≡15:34

諒 pos斬 :86

-∴_:こ _'_=-≡ ,ll :=チ_
数先 金囁

BUF RuFC256uLP/U2
33P 斧ち帰り

鯛

wp'､､●ンシlilJT･-7'ナ-r一つrい
1,5751 1.575

?r寺.リけツワ与イげL,-
44ユユ 4Aユ

りイソ(ljm'Tnjポ●敢
735 1 735

鼠 掛 澗

お預り金野 3,Oらl
のPtJ 300

し=/､番号 2 しトト番号 251
発行≡2日〇5革85月2絹 午後 04;22:53

合 音十 r3,28O
(内浦実戦 y156)

現 金 托.25日
お宵() †lC),3ロO
お釣り ¥7,020

前■イン畑-ト
今画ポイ
イン畑-ト~ND.: DD1229m456nZ184
ント 吉富P

度鳥ポイント 押
長計ポイント 597P
籍行届放外でC1ご利鳳増 己以胎a)反映となiJミT.

闇晶の返品につきgしては,R､す､この
ル+t爺■イントI･ヰ■(話手専ちFJJnq笹様)管
ES持ち下きい.ES持ちで7:=いと返品が
出宋監せん｡
方向合せ番号 O′AB等-DggDgββ4
SEDND:31197て レシヰNO:DSBe
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様式第 12号 (第7条関係)

【記 載 例】

領収書等添付票

金 6,00_0円也

但し ●●●●研修会の許師を囲む懇教会会費として

上記の金額正に領収いたしました

辿宣丘青葉 区本町iT目1-1

宮城県r=ココ協畿会会長 △△ △△匝

*急な開催で予め押印した領収書が徴収できない場合

r

L
宮城県□ロコ協読会●●●研修会会計担当者 ▲▲

連絡先 21ト6000

骨

領収音 に は下線部の事項が全て記敢 されてい ること
按分率2/3の場合:6.000円×2/3 = 4.000円 < 5,000円 (上限乾)

(注 1)按分による支出がある場合,所定の欄に按分率及び政務調査費の支出額を

記載し,余白に按分率の積算根拠 を記載することO

(注 2)幹事長とは,会派が定める幹事長 をいい,経理責任者とは,会派が定める

政務調査費経理責任者をい う｡
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【記 載 例】

領収藩等が取得できない場合 (自動販売機で購入 した切符代､費用弁獲規定を準

用した場合の旅費等)は､この様式によ L)作成のうえ､会派及び集魚が政務訴査費

の支払いを証明することとなるD

様式13号 (第7条関係)

支 払 証 明 書

使途耳目 冊査研究貫 く 使轟1冒ごとに作成す ること.

(単位 .円)

支払年月日 支払額 (円) 支払先/ 目的地 使途/移動鮭離 (kn)∃備 考
H20.5.1 290 仙台駅-泉中央駅 地下鉄

H20.5.25 31,71460 東京都 JR 旅費規定 -

日以疎 略)

/

/

昏勤販売機で肢入ELた余儀を紀載

I I

【 ∈

妻 t t t
≡
i

計 j ク ∈

領収者等とこの支払証明辞の合計乾が.収支報告昔 と一致することとなります.

提出者 〔警芸に雷雲て芸名芸及冨代芸者 〕印

(注1)｢目的地｣及び ｢移動距離 (km)｣は､旅費の場合に記載することO

(注2)按分により政務調査費の支出を行った場･合には､｢備考｣欄に､支払総額及

び按分の割合を記載すること｡
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旅費に関するフロー園

積算の根拠 交通手段 提出嘗類

支払吾正明書 - ･電車､バス等の領収蔓力てとれない宅の

例)仙台駅～石巻駅往復 1,640円
領収雷等添付票 ･･･宿泊費､タクシー､駐車料会等

支払証明誓 - ･移動距離数 (km)×37円

移動 距 離 は議員の実測による｡

領収書等添付票 ･･宿泊費､ガソリン､高速道托､駐牽料金

支払各正明雷 ･- 費用弁償の規定の例による支払額

(要 :旅費試算審により金額を確認)

･航空機利層の場合は航空運賃の領収書添付

添付できない渡合､一般交通機関利用の支払額となる｡

(r二だL/クリーン要料金は認められず､晋通指定車料金となるO)

･日当が含まれているので､タクシー料金等は認められないO

支払苦正明看 - ･費用弁償の規定の例による支払額

(要 二旅費試算雷により合嘗頁を確認)

領収署等添付票

※旅費書式算署

高速道路､冨主要料金は別途計上可

ただし､会派が必要と認めた場合のみ｡

県の旅費システムにより言式算したもの
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虜 慶 の 屠 粛 @

例1 日梓り 自家用車使用

*4/1自宅(仙台)～県読会庁舎(青葉区)～仙舌(自宅)の場合
積算根拠 必要者類(儀式) 内 容

~○実費･X別鼓1 支払証明書 全行程の総移 動距離数 kmX37円 を支払額とする○

(ガソリン代に 代わるもの)

領収書等添付票 ガソリン代 (政 務調査活動分として按分したもの)､高速料金､駐車

例2 県内1泊2日 自家用車使用

* 5/1自宅(仙台)～ 鳴子(1泊)5/2 鳴子･-古川-自宅(仙台)の場合

積算根拠 必要審類 内 容

･実費 事i支払冨正明書 全行程の総移 動距離数 kmX37円 を支払額とするO
領収書等添付票 宿泊費､ガソリン代(政務調査活動分として按分したもの)､高速料

金､駐車料金 等の領収春の合計額を支払額とするO

○費用弁償の規定準用 支払証明書 旅費試算書の額を記入 その埠の領収書の金額は含めないC

※別鑑2 ※旅費試算書 を添付して提出する凸

領収書等添付票 高速料金､駐 車料金等領収書添付(ただし､会派が必要と認めた

※旅費試算審･=･県の旅費システムにより試算したもの

例3 県外1泊2日 一般交通機関及び航空機利 用

*7/1自宅(塩釜)-仙台空港～大阪市(1泊)7ノ2大阪市～東京都-仙台経由-自宅(塩釜)の場合

積算根拠 必要書類 内 容

○実費※別叔3 支払証明書 JR､地下鉄､バス等の運賃記入(※領収署が徴収できない場合のみ)領収書等添付票 JR特急料金､航空運賃､タクシー代く.-宿泊費等の領収暮添付

○費用弁償の規定準用 支払証明書 旅費試算書の額を記入(航空運賃は実費とするo)

※別紙4 ※旅費試算書 を添付して提出するo

※旅費試算書--県の旅費システムにより試算したもの
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別紙1

支払証明書記入例 (例1)

様式ユ3号(第7条関係)

支 払 証 明 書

支払年月日 支払額(円) 支払先/ 目的地 使途/移動距離(km) 備 考

20.4.1 185 仙台市青葉区 5km

L7荒誌諾 若月 まで記入す
毒名 1

20A.22-4二23 2,590 愛知県豊田市 70km 自家用賓自宅⇔仙台空港その他経費は会派支LULL｣
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別紙2

費用弁償の規定を準用する場合の記入例 (例2) 支払証明書と領収書等添付票を提出G

様式第12号(第7粂関係)

領 収 書 等 添 付 票
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別紙3

実費の記入例 (例3)

様式第ユ3号(第7条関係)

使途項 Ej研修費

支払証明書と領収書等添付票を提出o

支 払 証 明 書

支払年月日 支払額(円) 支払先/ 目的地 使途/移動距離(km) 備 考

20.7.1 800 塩釜駅-仙 台空港駅 JR.アクセス鉄道 ~

20.7.1 620 大阪空港-大阪翫 バス

20.7.2 ll,660 大阪駅--塩釜駅 JR
--

く ね ヽ

バス暮地 下鉄代等については支払証明春によるO乗車区間について明記するo i

≦

様式第12号(第7条関係)

領 収 書 等 添 付 票
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別粧4

費用弁償の規定を準用する場合の記入例 (例3)

様式第13号(第7条関係)

度途頭 目 研修藍

支払証明書と支払証明書添付資鮭トを環出C

支 払 証 明 書 歴 警

支払年月日 支払額(円) 支払先 / 目的地 使途/移動距離(叫 備 考

20.7.1-7.2 81,645 大阪市､東京都内 仙台-大阪航空機利用I旅費規定

航空運賃収書等添イ【 †. T その他全て-般交.通機関利可､ 革 ､寸黒-添付O 2 1

ー ニ廷実費が含まれてしヽるo =十は市町村名まで記入 謁 警 墓誓 悪霊芸誌 今 Zする

E エ.-. 舟∠

王座 するo(旅費試算馨等)

【

泣ミタクシー代等の計上は認められないC旅費に含まれているE]当でまかなう費用となりますD
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会派における政務調査費交付事務の流れ

1 会派の所属義貞は､別紙の月別支出報告により､毎月の改憲調査費の支出額をと

りまとめ､翌月の末 Eまでに会派の経理費佳肴-提出するものとする0

2 1の支出報告には､領収審その他証拠書類を貼付した領収書等添付票 (宮城県議

会における政務調査費の交付に関する条例施行規簸 (以下｢条例施行規程｣というC)

様式第12号)及び支払証明者 (条例施行規程様式第13号)を添付して提出する

ものとする0

3 政務調査簿動で旅費の支出を伴った場食 は､政務調査落動記録簿 (条例施行規程

様式第11号の2)を作成し､その写しを併せて捷出するものとする0

4 会派の経理責任者及び幹事長は､所属議員から上記 1から3までの審類を提出さ

れたときは､審査基準に基づき審査を行い､その内容が適当であると認めた藤倉は､

速やかに当該義貞に対して支出額と同額を政務調査費として交付するものとする0

5 会派の経理資佳肴は､会派共通経費か ら支出した毎月の支出内容について､所属

蔑員と同様に上記1から3までの書類を作成し､幹事長に提出して審査を受けるも

のとするo

なお､会派共通経費のうち､海外調査費及び事務所費については､後払いとする0

6 会派の経理責任者及び幹事長は､支出内容を確認したことを証するため､領収書

等添付票及び政務調査浄動記録簿の確認欄に押印又はサインを行うものとする0

7 会派の経理責任者は､所属議員から提出されて審査を終えた上記 1から3までの

審類､及び会派の共通経費支出について審査を終えた上記 5の書類について､その

写しを1部､態会事務局総務課に提出するものとする0

8 無会派議員にあっても､会派の取扱いに準じて､上記 1から3までの書類を整備

し､その写しを1部､言最会事務局総務課に提出するものとするO
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別紙

平成 年 月分支出報告

項 目 内 訳 支出金額 按分率.備考

調査研究費 旅費:会費:

調査研究費合計

研修費 旅費:
会場費:

会費:

研修費合計

会読費 旅費:.
会場費:

資料印刷費:

会議費合計

資料作成費 印刷垂..

資料購入費 新聞:春希 :

資料購入費合計

広報費. 旅費:印刷費:

広報費合計

.i 事務所費 f賃僅料:

.光熱水費:

事務所費合計

事務費 通信費:

事務用品:

(リース料)コピー稔:

電話.FAX:

その他:.1′-I -

事務費合計

人件費 給料:

読_姐 __～ - Ⅶ ____垂
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会源f=おける政津調査霊収支♯告フロ-

<月毎の樺算>

<年度末の清算>

4月30日まで提出

⑳ 収支報告書 (原本)

⑪ 実績報告書 (原本)

⑦ 領収書等添付票 (写し)

⑧ 支払証明書 (写し)

⑨ 政務調査潜動記録簿 (写 し)

⑬ 残余金 の返還
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地 方 自 治 法

昭和22年4月17Ej

法 律 第 6 7 号

【 抜 粋 】

(調査権 ･刊行物の送付 ･図書室の設置 等)

第100条

14 普通地方公共団体は､条例の定める ところにより､その蔑会の議員の調査研究に

資するため必要な経費の一部 として､その貴会における会派又は義貞に対し､政務

調査費を交付することができる｡この場合において､当該政務調査費の交付の対象､

額及び交付の方法は､条例で定めなければならない0

15 前項の政務調査費の交付を受けた会派又は豪農は､条例の定めるところにより､

当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとするO
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宮城県読会における政務調査費の交付に関する条例

平成16年 3月23日

宮城県条例第 38 号

宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年宮城県条例第 3号)の

全部を改正するO

(目的)

第1条 この条例は､地方自治法 (昭和22年法律第67号)第 100条第 14項及び

第15項の規定に.基づき､宮城県議会吉義貞 (以下 ｢議員｣というO)の調査研究に資

するため､宮城県読会 (以下 ｢議会｣というO)における会派又は会派に所属 しない

詫鼻 (以下 ｢無会派議員｣というO)に対する政務調査費の交付に関し必要な事項を

定めることにより､蔑会審議の充実を図 り､もって県民福祉の向上に寄与することを

目的とする｡

(政務調査費の交付対象等)

第2条 政務調査費は､会派 (2人以上の議員で構成されることを要するO以下同じ｡)

又は無会派篤農に対して交付するものとする0

2 政務調査費の交付については､同一蔑見について重複して算定の基礎とすることが

できないO

(会派に係る政務調査費)

第3条 会派に係る政務調査費は､月額35万円に当該会派の所属議員の数を乗 じて得

た額を当該会派に対し交付するものとする｡

2 前項の所属議員の数は､月の初 日における各会派の所属議員数による｡

3 月の途中において､議員の任期満了､辞職､失職､死亡､l除名若しくは所属会派か

らの離脱又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の

会派に対する政務調査費の交付については､これらの事由が生じなかったものとみな

す｡-の会派が他の会派と合併し､又は会派が解散した場合も同様とする｡

(無会派議員に係る政務調査費)

第4条 無会派議員に係る政務調査費は､月額 35万円を月の初日に在職する無会派議

員に対し交付するものとする｡

2 月の途中において､無会派議員の任期満了､辞職､失職､死亡､除名若 しくは会派

-の所属又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の

無会派議員に対する政務調査費の交付については､これらの事由が生じなかったもの

とみなすo

(会派の届出)

第5条 会派が､会派に係る政務調査費の交付を受けようとするときは､代表者及び政
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務調査費経理責任者を定め､当該代表者 は､別に定める様式により会派届を議長に提

出しなければならないCこの場合､会派 に所属する議員が署名文は記名押印した所属

議員名簿を添付するものとする0

2 前項の会派届 (所属議員名簿を含む｡)の内容に異動が生じたときは､当該会派の

代表者は､別に定める様式により､異動 に係る嵩長が署名又は記名押印した会派異動

届を議長に提出しなければならないDただし､議員の死亡その他の事由により､異動

に係る議員の署名又は記名押印を受けることが困難な場合は､署名又は記名押印に代

えて記名のみで会派異動届を提出するこ とができる0

3 会派に所属する嵩員が当該会派を離脱するときは､別に定める様式による会派離脱

届を議長及び所属する会派の代表者に提 出するものとするOこの場合において当該会

派の代表者は､前項の規定にかかわらず ､会派異動届を提出する必要がない0

4 会派を解散するとき又は会派に係る政務調査費の交付を辞退するときは､当該会派

の代表者は､別に定める様式により､解散又は辞退のときに当該会派に所属する議員

が署名文は記名押印した会派解散等届を議長に提出しなければならない｡

5 第 2項の会派異動届又は第3項の会派離脱届の提出により会派に所属する議員が1

人又は不存在となった場合は､当青亥会派 は解散したものとみなすa

(無会派嵩員の届出)

第6条 無会派議員が､無会派議員に係る政務調査費の交付を受けようとするときは､

別に定める様式により無会派議員届を蔑長に提出しなければならない0

2 無会派議員が､あらたに会派に所属す るとき又は無会派議員に係る政務調査費の交

付を辞退するときは､別に定める様式により無会派議員異動届を議長に提出しなけれ

ばならないO

(会派等の通知)

第7条 蔑長は,第5条第1項の会派届の提出のあった会派及び前条第 1項の無会派議

員届の提出のあった無会派議員について､毎年度4月 10日までに､別に定める様式

により知事に通知しなければならない｡

2 議長は､年度途中において､第5条第 1項の会派届､同条第2項の会派異動届､同

条第 3項の会派離脱届若しくは同条第4項の会派解散等届又は前条第 1項の無会派議

員届若 しくは同条第2項の無会派議員異動届が提出されたときは､別に定める様式に

より速やかに知事に通知しなければならない｡

(政務調査費の交付決定等)

第8条 知事は,前条第1項の規定による通知に係る会派及び無会派議長について､速

やかに政務調査費の交付決定を行い､会派の代表者及び無会派議員に通知 しなければ

ならない0

2 知事は､年度途中において前条第2項の規定による通知があり､あらたに政務調査

費を交付し､又は既に交付決定した政務調査費の額を変更する必要が生じた場合は､

当該通知に係る会派又は無会派議員について､速やかに政務調査費の交付決定又は変
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更交付決定を行い､当該会派の代表者又は当言亥無会派議員に通知しなければならない｡

無会派議員の辞職､失職､死亡若しくは除名又は議会の解散があった場合も同様とす

てL

(政務調査費の請求及び交付)

第9条 会派の代表者及び無会派議員は､前条第1項の規定による交付決定の通知を受

けた後､上半期分については4月20日 (その日が県の休 日 (宮城県の休 日を定める

条例 (平成元年宮城県条例第 10号)第 1条第1項に規定する休 日をいうD以下同じ｡)

に当たるときはその翌日)までに､下半期分については10月5E3(その日が県の休

日に当たるときはその翌日)までに､別 に定める様式により当該半期に属する月数分

の政務調査費を請求するものとするOただし､各半期の途中において篤農の任期が満

了する場合には､任期満了だが属する月までの月数分を請求するものとする｡

2 前項の規定は､各半期の途甲において､前条第2項の規定による交付決定があった

場合に準用するCこの場合において､｢前条第 1項｣とあるのは ｢前条第 2項｣と､

｢上半期分については4月 20日(その日が県の休日 (宮城県の休 日を定める条例 (辛

成元年宮城県条例第 10号)第 1条第 1項に規定する休 日をいうo以下同じO)に当

たるときはその翌日)までに､下半期分については10月5Ei(そのE3が県の休E3に

当たるときはその翌日)までに｣とあるのは ｢速やかに｣と､｢当絃半期に属する月

数分｣とあるのは ｢会派届又は無会派議員届が韓出された日の属する月の翌月 (その

日が月の初日の場合は当月)から当該半期の最後の月までの月数分｣と読み替えるも

のとする0

3 各半期の途中において､第 8条第2項の規定により政務調査費の増額の変更交付決

定の通知を受けた会派は､当葛亥半期において交付を受けるべき教務調査費の額から当

該半期において既に交付を受けた政務調査費の額を控除した額に相当する額を請求す

るものとするD

4 知事は､第 1項 (第2項において準屑する場合を含むO)及び前項の請求があった

ときは､速やかに政務調査費を交付するものとするO

(政務調査費の使途)

第 10条 政務調査費は､会派又は篤農の調査研究に資する次の各号に掲げる費用に充

てるものとし､議長が別に定める使途基準に従って適正に使用しなければならないD

l 調査研究費

2 研修費

3 会議費

4 資料イ早成費

5 資料購入費

6 広報費

7 事務所費

8 事務費

9 人件費
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(会派の指導監督)

第 11条 会派は､政務調査費の適正な使用を確保するため､政務調査費の使用につい

て当該会派に所属する議員を指導監督しなければならない｡

(経理責任者等の責務)

第 12条 会派の経理責任者又は無会派意義員は､政務調査費の支出について､会計帳簿

を調製し､当該支出の内訳を明確にするとともに､証拠書類等を整理保管し､当該政

務調査費の収支報告書の提出期間の末日の翌日から起算して5年を経過する日まで保

存しなければならないO

(収支報告書等)

第 13条 会派の代表者又は無会派議長は､政務調査費に係る収入及び支出について､

別に定める様式により､次に掲げる事項を記載した収支報告書を､年度終了 E3の翌E3

から起算して30日以内に議長に提出しなければならない｡

1 当該年度に交付を受けた政務調査費の総額

2 第10条各号に掲げる費用毎の支出額及びその主な内訳

3 前号の支出額の合計額

4 第1号の額から前号の額を控除して得 られる残余の額

2 政務調査費に係る支出額については､実費に代えて､議長が別に定める方抵により

算定した額によることができる0

3 議長は､前項のほか､支出額の按分方法その他の政務調査費に係る支出額の計算に

ついて必要な事項を定めることができるC

4 会派の代表者は､当該会派が消滅した場合には､第1項の規定にかかわらず､当該

会派が消滅した日の属する月までの収支報告書を､消滅した日の翌日から起算して3

0日以内に蔑長に提出しなければならない｡

5 無会派議員は､第6粂第2項の無会派議員異動届を提出した場合には､第 1項の規

定にかかわらず､当苦亥無会派嵩長異動届に係る異動事由の生じた日の属する月までの

収支報告書を､当青亥無会派議員異動届を提出した日の翌日から起算して30日以内に

議長に提出しなければならない｡

6 無会派議員が死亡した場合は､当該無会派蔑鼻の相続人は､第1項の規定にかかわ

らず､当該無会派議長が死亡した日の属する月までの収支報告書を､死亡した日の翌

日から起算して30日以内に議長に提出しなければならない｡

7 第 1項及び第4項から第6項までの規定による収支報告書の提出は､政務調査の主

な実績を記載した実績報告書､当該収支報告書に記載された政務調査費による支出に

係る領収書その他の証拠書類の写しを添えてしなければならない.

8 前項の場合において､領収書その他の証拠書類を取得することが困難な場合にあっ

ては､別に定める様式による支払証明書をもってこれに代えることができる｡

(議長の調査)

第 14条 議長は､政務調査費の適正な連用を期すため､前条の規定により収支報告書

が提出されたときは､必要に応じ調査を行 うものとする｡
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2 議長は､前項の調査の結果必要がある と認めるときは､会派又は無会派議員に対し

是正等の措置を詩ずるよう指導し､又は勧告することができるD

3 前項の規定による勧告を受けた会派又 は無会派議員が正当な理由なく当書亥勧告に応

じない場合は､議長は､理由を付した文書 によって前項の措置を命ずることができる｡

4 議長は､前項の規定による命令を行う場合には､当該会派又は無会派議員に対して

十分な弁明の機会を与えなければならない｡

5 第 3項の規定による命令があった湊合 には､当該収支報告書は､当該命令の内容に

従って修正されたものとみなすG

(収支報告書の写しの送付)

第 15条 議長は､第 13条の規定により提出された収支報告書を適正と認､める場合は

当該収支報告書の写しを､前条第3項の規定による命令を行った場合は当該命令の書

面の写しを添えて当該収支報告書の写しを知事に送付するものとするo

(政務調査費の返還)

第 16条 各半期の途中において､第 8粂第 2項の規定により政務調査費の減額の変更

交付決定の通知を受けた会派又は無会派議員は､当該半期において既に交付を受けた

政務調査費の額から当該半期において交付を受けるべき政務調査費の額を控除した額

に相当する額を速やかに返還しなければならないC

2 各半期の途中において､会派が消滅したときは当該会派の代表者であった者が､無

会派議長が無会派議員でなくなったときは当該無会派議員であった者が､それぞれ当

該会派が消滅した日又は当該無会派議員が無会派議員でなくなった日の属する月の翌

月 (その日が月の初日の場合は当月)分以降の政務調査費で当該半期において既に交

付を受けたものを速やかに返還しなければならない｡

3 会派又は無会派義兵は､その年度において交付を受けた政務調査費の総額から､当

該会派又は無会派議員がその年度において行った政務調査費による支出 (第 10条の

使途基準に従って行った適正な支出をい うD)の総額を控除して残余がある媛合､当

該残余の額に相当する額を返還しなければならないC

4 知事は､前3項の規定による返還がなされないときは､当該返還に係る会派又は無

会派議長に返還を命ずることができる｡

5 会派に対して交付された政務調査費に係 る前4項の規定による返還については､当

該会派に所属する議員が連帯して責任を負 うものとするC

6 無会派議員に対して交付された政務調査費に係る第ユ項から第4項までの規定によ

る返還については､当該無会派議員が死亡した場合にあっては､当該無会派議員の相

続人が返還するものとするO

(収支報告書等の保存及び閲覧)

第 17条 第13条の規定により提出された収支報告書､実績報告書及び証拠書類の写

し (以下 ｢収支報告書等｣というO)は､これを受理した議長において､収支報告書
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を提出すべき期間の末日の翌日から起算 して5年を経過する日まで保存しなければな

らない｡

2 次の各号に掲げる者は､議長に対 し､前項の収支報告書等の閲覧を請求することが

できる｡

1 県内に住所を有する者

2 県内に事務所又は事業所を有する個人又は法人

3 議長は､前項の規定による請求があったときは､収支報告書等に記載されている情

報のうち､宮城県轟会の保有する情報の公開に関する条例 (平成 11年宮城県条例第

27号)第8条の非開示情報を除き､閲覧に供するものとするD

(委任)

第 18条 この条例に定めるもののほか､政務調査費の交付に関し必要な事項は､議長

が別に定める｡

附 則

(施行期日)

1 この条例は､平成 16年4月 1日から施行するO

(経過措置)

2 この条例による改正後の宮城県読会における政務調査費の交付に関する条例の規定

は､この条例の施行の日 (以下 ｢施行日｣というO)以後に交付する政務調査費につ

いて適用し､施行 日前に交付する政務調査費については､なお従前の例によるO

附 則 (平成20年条例第 55号)

この条例は､公布の日から施行 し､改正後の宮城県読会における政務調査費の交付に

関する条例の規定は､平成20年9月 1日から適用するC
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宮城県蔑会における政務調査費の交付に関する条例施行規程

平成 16年 3月 31日

宮城県議会訓令甲第3号

(趣旨)

第1条 この規程は､宮城県貴会における政務調査費の交付に関する条例 (平成16年

宮城県条例第38号C以下 ｢条例｣とい う｡)の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする｡

(会派届等)

第2条 条例第5条第 1項の会派届は､様式第1号によるものとする0

2 条例第5条第2項の会派異動届は､様式第2号によるものとするa

3 条例第5条第3項の会派離脱届は､様式第3号によるものとする0

4 条例第5条第4項の会派解散等届は､様式第4号によるものとするo

(無会派義農届)

第3条 条例第6条第1項の無会派議員届 は､様式第5号によるものとする｡

2 条例第6条第2項の無会派言最長異動届は､様式第6号によるものとするO

(会派等の通知)

第4条 条例第7条の規定による通知は､様式第7号により行 うものとする｡

(政務調査費の請求)

第5条 条例第9条第1項及び第 3項の規定による政務調査費の請求は､様式第8号に

より行うものとするO

(政務調査費の使途基準)

第6条 条例第10条の使途基準は､別表 のとおりとする｡

(収支報告書等)

第7条 条例第13条第 1項の規定による収支報告書の提出は､様式第9号により行う

ものとする｡

2 条例第13条第1項の収支報告書､同条第4項の収支報告書､同条第5項の収支穀

告書及び同条第6項の収支報告書は､様式第10号によるものとする｡

3 条例第 13粂第7項の実練報告書は､様式第11号及び様式第11号の2によるも

のとするD

4 条例第13粂第7項の規定による証寺処書類の写しの添付は､様式第12号により行

うものとするD
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5 条例第13条第8項の支払証明書は､様式第 13号によるものとするO

(実費に代わる支出額算定方法)

第8条 政務調査費に係る旅費の計算にあっては､条例第 13条第2項の規定により､

実費に代えて県慕会議農の議員報酬等に関する条例(平成 12年宮城県条例第95号)

第6条 (第5項を除く｡)の規定の例により算出した額によることができるものとす

る｡

2 条例第10条各号に掲げる費用について､政務調査費に係る経費と政務調査費以外

の経費を明確に区分Lがたい場合には､条例第13条第3項の規定により､従事割合

その他の合理的な方法により按分した額 を支出額とすることができるものとし､当該

方陰により按分することが困難である落合には当該費用に2分の1を超えない範囲の

按分率を乗じて得た額を支出額とするこ とができるものとするOただし､もっぱら政

務調査費に係る経費に充てたと認められ る場合は､全額を支出額とすることができる

ものとする｡

(措置命令)

第9条 条例第14条第3項の規定による措置命令は､様式第 14号により行 うものと

するO

(収支報告書の写しの送付)

第 10条 条例第15条の規定による収支報告書の送付は､様式第15号により行うも

のとするD

(収支報告書等の閲覧)

第 11条 条例第17粂第2項の規定による収支報告喜､実績報告書及び証拠書類の写

し (以下 ｢収支報告書等｣というO)の閲覧は､当該収支報告書を提出すべき期間の

末日の翌E3から起算して60日を経過した日の翌日からすることができる0

2 条例第17条第2項の規定により収支報告書等の閲覧をしようとする者は､様式第

16号の閲覧請求書を態長に提出しなければならない｡

3 条例第17条第2項の規定による収支報告書等の閲覧は､議長が指定する場所で､

午前 9時から正午まで及び午後零時45分から午後4時30分までの間にしなければ

ならない｡

4 収支報告看等は､前項の場所以外の蕩所に持ち出すことができない｡

5 収支報告書等は､丁重に取り扱い､破旗､汚捜又は加筆等の行為をしてはならない0

6 第2項から前項までの規定に違反する者に対しては､その閲覧を中止させ､又は禁

止することができるD

7 前各項に定めるもののほか､条例第17条第2項の規定による収支報告書等の閲覧
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に関し必要な事項は､議長が別に定めるo

附 則

(施行期日)

1 この規程は､平成 16年4月1日から施行する｡

(経過措置)

2 この規程による改正後の宮城県読会における政務調査費の交付に関する条例施行規

程の規定は､この規程の施行の日 (以下 ｢施行 日｣というO)以後に交付する政務調

査費について適用し､施行日前に交付す る政務調査費については､なお従前の例によ

三:

附 則 (平成 19年嵩会訓令甲第3号)

この訓令は､平成 19年1月5日から施行する｡

附 則 (平成 20年議会訓令甲第2号)

この訓令は､公布の日から施行するC

附 則 (平成21年嵩会訓令甲第1号)

(施行期日)

1 この訓令は､平成21年4月 1日から施行するO

(経過措置)

2 この訓令による改正後の宮城県読会における政務調査費の交付に関する条例施行規

程の規定は､この訓令の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し､同日前

に交付する政務調査費については､なお従前の例によるo
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別表 (第6条関係)

項 目 内 容

調 査 研 究 費

会派又は篤農が行 う県 の事務及び地方行財政に関する調査研究並

びに調査委託に要する経費

(調査委託費､旅費等 )

∃ 会派が行 う研修会､苦資演会の実施に必要な経費並びに他団体が関

研 修 費 催する研修会､静演会 等-の議員及び会派又は議員の雇用する職
農の参加に要する経費

(会場費 .機材借上げ費､誇師謝金､会費＼旅費等)

会 読 費 i会派における各種会葛義又は議長が県政に関する県民の要望､意見
等を聴取するための会意その他県政に関する調査研究等を目的と

して冥施する各種全篇に要する経費

(会嫁資 .機材借上げ費､資料印刷費､旅費等) i≡

会派又は篤農が蔑会審議に必要な資料を作成するために要する経

資 料 作 成 費 費

(印刷 i製本代､原稿 料､作成委託費等)

資 料 購 入 費 会派又は喪具が行 う冨喝査研究のために必要な国書 .資料等の購入に要する琴費

(書籍嬢入代､新聞雑言志購読料等)

広 報 費 会派又は議員が行 う召義会一瞥動及_び県政に関する政策等の広報落勤に要する.経費

(広報誌 .報告書等印刷費､送料､旅費､広報委託費等)

事 務 所 費 会派又は議員が行 う調査研究活動のために必要な事務所の設置 .管理に要する.経費

(事務所の賃借料､管理運営費等)ド

･事 務 -費 会派又は義貞が行 う写弼査研究に係る事務遂行に必要な経費
(事務用晶 .備品購入費､通信費等)

人 件 費∈ ∃会派又は議長が行 う調査研究を補助する職員を雇用する経費 (坐

計を一にする親族を雇用する場合を除くC)

* ( )円は例示
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様式第 1号 (第2条関係)

宮城県鼓会議長 殿

会 派 名

代表署名

三 ≒ ≡

会 派 届

宮城県叢会における政務調査費の交付に関する条例第 5条第 1項の規定により､下記

のとお り届け出ます｡

三二ElLJ

l 会派の名称

2 代表者の氏名

3 政務調査費経理責任者の氏名

4 所属嵩員数

5 所属篤農氏名
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名

別紙会派所属議長名簿のとおり



別紙

会 派 所 属 嵩 員 名 簿

会派名

(注)｢所属議員名｣欄には､当該会派に所属す る議員が署名又は記名押印することD
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様式第2号 (第 2条関係)

宮城県議会義長 殿

会 派 名

代表著名

正成 年 月 E3

会 派 異 動 届

宮城県蔑会における政務調査費の交付に関する条例第 5条第2項の規定により､下記

のとお り届け出ますo

記

1 異動年月日

2 異動内容

年 月 ロ

該当欄 区 分 蘇 旧

会派の名称

代表者の氏名

ii 政務調査費経理責任者の氏名

所属義員数 名 名

I 異動のあった い新たに所属した議員の氏名) (所属議員でなくなった議員

(注 目 該当する異動内容の該当欄に○印を付 し､所要事項を記載することO

(注 2)異動のあった所属議員の氏名欄 には､当該議員が署名又は記名押印すること

を原則 とする｡

51



様式第 3号 (第 2条関係)

宮城県議会議長

会 派 名

代表音名

蔑貴名

年 月 日

会 派 離 脱 届

宮城県読会における政務調査費の交付に 関する条例第5条第3項の規定により､下記

のとお り届け出ます｡

記

1 離脱する会派の名称

2 離脱年月日 年 月 日
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様式第4号 (第2条関係)

宮城県議会議長

会 派 名

代表音名

三 ≒ 三

会 派 解 散 等 届

-宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例第5条第4項の規定により､下記

のとおり届け出ますo

記

1 解散する会派 (政務調査費の交付を議撃退する会派)の名称

2 解散 (辞退)年月E3

年 月 日

3 所属議員数

4 所属蓑鼻氏名 別紙会派所属議長名簿のとおり
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別紙

会 派 所 属 意 見 名 簿

会派名

(堤)｢所属議員名｣欄には､当該会派が解散するとき又は当該会派が政務調査費の

交付を辞退するときに当該会派に所属する篤農が署名又は記名押印することO
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様式第5号 (第3条関係)

宮城県蔑会議長 殿

読麦を

年 月 E3

無会派議員届

宮城県態会における政務調査費の交付に関する条例第6条第1項の規定により届け出

ます｡
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様式第 6号 (第3条関係)

宮城県蔑会議長 殿

議員名

年 月 日

無会派言義貞異動届

宮城県読会における政務調査費の交付に関する条例第6粂第 2項の規定により､下記

のとお り届け出ます｡

記

1 異動内容 会釈への所属 政務調査費の交付の辞過

2 異動年月日 年 月 日

(注)｢異動内容｣は､該当する事由に○印を付すことD
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様式第7号 (第4条関係)

宮城県知事

宮城県嵩会議長

年 月 日

政務調査費の交付に係る会派及び議員について (通知)

宮城県読会における政務調査費の交付にF55ZEする条例第 7条第 項の規定により､政

務調査費の交付に係る会派及び議員について､下記のとおり通知しますo

言三

別紙 届 (写し)のとおり

57



様式第8号 (第5粂関係)

宮城県知事 殿

年 月 日

政 務 調 査 費 請 求 書

宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例第9条第 項の規定により､下

記のとおり政務調査費を請求しますO

三二PLJ

1 請求金額 金

2 所属 (異動)嵩員数

3 振込先

円

年 月分～ 年 月分

名

内訳 別紙会派所属義貞名簿のとおり

∈ 当 座普 通
銀 行 名 宵 銀行支店 皇 預金種別

･口座 番 号

フ リ ガ ナ

口座名義人

(注)｢所属 (異動)議員数｣は､請求者が会派である場合に記載すること0
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様式第 9号 (第 7条関係)

宮城県議会嵩長 殿

提 出者

年 月 E3

会沢にあっては名称

及び代表者名､無会

派議員にあっては義

貞名又は相続 人名

年度政務調査費に係る収支報告について (提出)

宮城県蔑会における政務調査費の交付に関する条例第 13条第 項及び第 7項の規

定により､別紙のとおり政務調査実績報告 書及び証拠書類の写 しを添えて､ 年度

政務調査費収支報告書を提出しますD

記

1 政務調査費収支報告書 1部

2 政務調査実凍報告書 1部

3 証拠書類の写し 1部
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様式第 10号 (第7条関係)

平成 年 度 政 務 調 査 費 収 支 報 告 書
(平成 年 月～平成 年 月分)

会派名又は無会派議員名

1 収 入

政務調査費

2 支 出

(単位 ;円)

項 目 支 出 額 備 考

調 p査 研 究 費 F

研 修 費 ii

会 議 費

資 料 作 成 費 i≡∃

資 料 購 入 費 】

広 報 費

事 務 所 費 】芦

事 務 費

人 件 草

合 計

3 茂 余

(注)備考欄には,主たる支出の内訳を記載する｡
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様式第 11号 (第7条関係)

年 度 政 務 調 査 実 績 報 告 書

会派名又は無会派議員名

(単位 Fq)

項層及び支出額 主 な 実 績 内 容

調 査 研 究

研 修

会 叢 5 E E≡!i

I≡ 資 料 作 成 . !

資 料 購 入 】

■広 報 巨≧ I

(注)｢主な実績｣欄には､5万円以上の事業名とその所要額を全て､｢内容｣欄には

事業に応じ､概要､件数等を記載す ることD 5万円未満の事業については､｢主

な実旗｣欄に ｢その他00｣として合計額のみを記載し､｢内容｣欄に項胃等を

記載すること｡
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様式第 11号の2 (第7条関係)

政務調査実績報告書 (政務調査活動記録簿)

会派名

議員名

年 月 日
移動距離

｢ … … + 所要鰐間 一 掃亨方等ー 調査巨柑勺
市町村名等 場所 (会場等)

※ 審査基準

･粥査目的が県政の探題に関わること｡

･政務調査費の使途基準に合致することb

(注 1) 移動距離は,自家用自動車で政務調査活動を行った場合に記載すること｡
(注 2) 幹事最とは,会派が定める幹事長をいい,経理責任者とは,会派が定める政務調査費経理責任者をいうo



様式第 12号 (第 7条関係)

領収書 等添付票
菜i審査基準
･開査 買約が県政の扱者に関わることB

･政務調査費の使途基準に合致することO

経 理 責 任 者

(注 1) 按分による支出がある場合 ,所定の欄 に按分率及び政務調査費の支

出額を記載 し,余 白に按分率 の積算根拠を記載す ることO

(注 2) 幹事長 とは,会派が定める幹事長をいい,経理責任者 とは,会派が

定める政務調査費経理責任者 をい うo
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様式第13号 (第7条関係)

支 払 証 明 書

支払年月E3 支払額 (円) 支払先/ g的地 使途/移動距離 (km日 備 考
∃

i

I 芦

∈

き

～
E E

LE

F

≦ド
】i iI

%r_P1

上記のとお り相違ないことを証明しますD

提出者

会派にあっては名称
及び代表者名､議員

にあっては蔑真名

(注 目 ｢巨的地｣及び ｢移動距離 (km)｣は､旅費の場合に記載すること｡

(注2)按分による支払いがある場合は､｢備考｣欄に支払総額及び按分の率を記載
すること｡
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様式第ユ4号 (第9条関係)

措 置 命 令 書

殿

宮城県議会議長

年 月 日

宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例第14条第3項の規定により､下

記の措置を講ずることを命 じますO

記

1 措置の内容

2 措置を講ずべき理由
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様式第 15号 (第 ユ0条関係)

宮城県知事 殿

宮城県蔑会議長

年 月 日

政務調査費収支報告書 (写 し)について (送付)

宮城県議会における政務調査費の交付 に関する条例第 15条の規定により､政務

調査費収支報告書の写 しを別添のとお り送付 しますD
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様式第 16号 (第11条関係)

政務調査費収支報告書等閲覧請求書

年 月 日

宮城県蔑会議長 殿

請求者 住 所

氏 名

(法人にあっては､事務所又は事業所

の所在地､名称及び代表者の氏名)

下記の政務調査費収支報告書等について､宮城県貴会における政務調査費の交付に

関する条例第17条第2項の規定に基づき､閲覧を請求しますので､同条例施行規程

第11条第2項の規定により､閲覧請求書を提出しますo

記

1 閲覧を請求する報告書

≡

会派名又は無会 ≡

派蔑異名

報告書の年度 I 昌年度分
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政務調査費の交付に関する要綱

(趣旨)

第1 この要綱は､宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例 (平成

16年宮城県条例第 38号｡以下 ｢条例｣というD)第 8条第1項及び第2

項に規定する政務調査費の交付決定等及び第 16粂第4項に規定する政務調

査費の返還命令に関し必要な事項を定めるものとするO

(政務調査費の交付決定等)

第2 条例第8粂第 1項の規定による政務調査費の交付欽定は､政務調査費交

付決定書 (様式第 1号)によるものとするQ

2 条例第8条第 2項の規定による政務調査費の変更交付決定は､政務調査費

変更交付決定書 (様式第 2号)によるものとするO

(政務調査費の返還余令)

第3 条例第16条第4項の規定による政務調査費の返還命令は､条例第 15

条の規定により送付された収支報告書の写しを受理した日の翌日から起算し

て20巨∃以内に会派又は無会派議員に対して行 うものとする｡

2 前項の規定による返還命令は､政務調査費返還命令書 (様式第3号)によ

るものとする｡

附 則

この要綱は､平成 16年4月1日から施行するO
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株式第 1号

平成 年度政務調査費交付決定書

宮城 県 ( )指令第 号

会派にあっては名称及び代

表者名､無会派蔑鼻にあっ

ては議員名

平成 年 月 日付けで届出のありました政務調査費については,宮

城県嵩会における政務調査費の交付に関する条例 (平成16年宮城県条例第3

8号)第 8条第 項の規定により,下記 のとお り交付します｡

平成 年 月 日

交付決定額 金

内訳

上半期分 金

下半期分 金

宮城 県知事

吉≡
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様式第2号

平成 年度政務調査費変更交付決定書

宮城県 ( )指令第 号

会派にあっては名称及び代

表者名､無会派議員にあっ

ては議員名又は相続人名

平成 年 月 日付けで届出のありました政務調査費については,宮

城県態会における政務調査費の交付に関する条例 (平成 16年宮城県条例第3

8号)第 8条第2項の規定により,平成 年 月 Ej付け宮城県 指

令第 号を下記のとおり変更 します｡

平成 年 月 E3

交付敦定額 金

内訳

上半期分 金

下半期分 金

宮城県知事

嘗己
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様式第3号

平成 年度政務調査費返還命令書

宮城県 ( )達第 号

会派にあっては名称及び代

表者名､無会派篤農にあっ

ては議員名又は相続人名

平成 年 月 日付け宮城県 ( )指令第 号で交付決定 (辛

成 年 月 日付け宮城県 指令第 号で変更交付決定)しました

平成 年度政務調査費について,平成 年 月 日付けで提出がありました収

支報告書に基づき,宮城県議会における政務調査費の交付に関する条例 (平成

16年宮城県条例第 38)第 16条第4項の規定により,金 円を

平成 年 月 日までに返還することを命じます｡

平成 年 月 日

宮城県知事
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県嵩会港長の蔑見 報酬等に関する条例

平成12年 3月28日

宮城県条例第 95号

ほ 的)

第 1条 この条例は､県蔑会喪具の受ける義兵報酬､期末手当及び費用弁償の額並びに

その支給方鮭について定めることを目的 とするC

(鼓農報酬の額)

第2粂 蔑長､副議長及び議員の受ける篤 農報酬の額は､次のとおりとするD

名 称 議 員 報 酬 額 i

⊆ 蔑 長 月額 1,020,000円

副 嵩 長 月額 910,000円

義 貞 月額 840,000円 .

(最長報酬の支給)

第3粂 新たに県養会議鼻になった者には､そのE3から議員報酬を支給し､任期満了､

辞職､除名､死亡等により県嵩会義農で なくなったときは､その日まで態鼻報酬を支

給するC

2 養長若しくは副蔑長に就任した者又は最長若 しくは副議長を退任した者には､その

日から新たに定められた議員報酬を支給する0

3 前 2項の規定により議員報酬を支給す る場合であって､月の初日から支給するとき

以外のとき又は月の末日まで支給するとき以外のときは､その蔑鼻報酬の額は､その

月の現日数から日曜 E3の日数を差し引いた日数を基礎として日割によって計算する｡

第4粂 最長報酬の支給については､県の一般職の職長 (以下 ｢職員｣とい うD)の給

料支給の例による｡

(期末手当の支給等)

第5粂 嵩長､副議長及び議長には､期末手当を支給する｡

2 前項の期末手当の額及び支給については､職員の例によるC

3 前項の規定により期末手当の額を算出する場合において､期末手当基礎額は､最長

報酬月額にその額に 100分の45を乗 じて得た額を加算した額とし､期末手当基礎

額に乗ずる割合は､6月に支給する場合においては100分の160､12月に支給

する場合においては 100分の175とするO
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(費用弁償の支給等)

第6条 最長､副蔑長及び議員には､費用 弁償を支給する0

2 費用弁償の種類は､法令に定めがある場合のほか､職員の旅費の例によるO

3 費用弁償の額は､次の各号に定めると ころによる｡

一 内国旅行に係る鉄道賃については､職員の給与に関する条例 (昭和32年宮城県

条例第 29号)別表第1に定める行政職給料表 (以下単に ｢行政職給料表｣という｡)

の 10級の職務にある職員に支給され る旅費の額と同一の額 (特別車両料金を徴す

る客車を運行する線路による旅行をす る場合には､当該同一の額に特別貴両料金を

加算 した額)とする｡

ニ 内題旅行に係る船賃については､次 に規定する旅客運賃 (はしけ賃及び桟橋賃を
含むD以下この号において ｢運賃｣ というO)､寝台料金及び特別船室料金並びに

座席指定料金による｡

イ 運賃の等級を3階級又は2階級に 区分する船舶による旅行の場合には､上級の

運賃 (上級の運賃を更に2以上に区分する船舶による旅行の場合には､その階級

内の最上級の運賃)

ロ 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には､その乗船に要する運賃

ハ 公務上の必要により別に寝台料金 を必要とした藤倉には､イ又はロに規定する

運賃のほか､現に支払った寝台料金

ニ ロの規定に該当する船舶で特別船 室料金を徴するものを運行する航路による旅

行をする蕩合には､ロに規定する運 賃及びハに規定する寝台料金のほか､特別船

室料金

ホ 座席指定料金を徴する船舶を運航する航路による旅行の場合には､イから二ま

でに規定する運賃及び料金のほか､座席指定料金

三 内国旅行に係る航空賃並びに外国旅行に係る鉄道賃及び船賃については行教職給

料表の10級の職務にある職員に支給 される旅費の額と同一の額とし､宣賃､Ej当､

宿泊料､食卓料､移転料､支度料及び死亡手当については別表第 1及び別表第2に

掲げる額とするO

四 外国旅行に係る航空賃については､次に規定する旅客運賃 (以下この号において

｢運賃｣というQ)によるD

イ 三軍賃の等級を3以上の階級に区分する航空路による旅行の場合には､最上殻の

運賃

口 運賃の等級を2階級に区分する航空路による旅行の場合には､上限の運賃

- 運賃の等級を設けない航空路による旅行の場合には､航空機の利用に要する運

賃

二 公務上の必要により特別の座席の設備を利用した場合には､イからハまでに規

定する運賃のほか､その座席のため現に支払った運賃

五 節各号に規定するもののほか､費用弁償の額については､職員の旅費の例により

計算 した額とするC

4 前 2項に規定するもののほか､費用弁償 の支給については､職長の旅費の例による｡
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5 議長､副議長及び蕎長が､招集による会患､要具会又は地方自治症 (昭和22年法
律第 67号)第100粂第 12項に規定 する素案の審査若しくは鼓会の運営に関する

協慕若しくは謂整を行うための場 (以下 ｢会意等｣というO)に出席 したときは､前

3項の規定にかかわらず､その費用弁償 として次の各号に定める宣賃､公務諸費及び

宿泊料を支給するOただし､議長､副害義長及び議員が､全行程において公用の交通機

関を利用した簸合には革質及び公務諸費 を､会議等に出席した胃の宿泊料を支給され

た場合には当家宿泊のE3の翌日の公務芸者費を支給しない｡

- 革質は､態長､副蔑長及び議員の贋･任地から会意等の開催地までの合理的な経路

により計算した距離により支給するものとし､その額は往復の行程 (その行程に1

キロメー トル未満の端数を生じたときは､これを切 り捨てるD) 1キロメート/レに

つき37円 (その額に10円未満の端 数があるときは､10円に切 り上げる｡)と

するO

二 公務諸費は､会議等に出席した日数 に応じ-日当たりの定額により支給するも､の
とし､その額は別表第3に掲げる額とする｡

三 宿泊料は､会議等に出席した日及び 出席した日の前日で､議長が宿泊を必要と認

める場合に支給するものとし､その額 は実費額 (その額が14,900円を超える

場合にあっては､14,900円)とす る｡

附 則

(施行期日)

1 この条例は､平成12年4月 lE∃から施行するO

(平成12年度における報酬の準例)

2 議長､副議長及び議員の報酬の月額は､平成12年4月1日から平成13年3月3

1≡]までの間に係るものに限り､第2条の規定にかかわらず､その昔に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下 この項において ｢基礎額｣という｡)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額を宝蔵じて得た額とする｡ただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とするG

(特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正)

3 特別職の職員の給与並びに旅費及び費屑弁償に関する条例 (昭和26年宮城県条例

第 1号)の一部を次のように改正するo

[次のよう〕略

(平成13年3月に支給する期末手当の割合の特例)

4 平成13年3月に支給する期末手当に関する第5条第3項の規定の適用について

は､同項中 ｢100分の55｣とあるのは ｢100分の35｣とするO

(平成13年度における報酬の特例)

5 蔑長､副嵩長及び最長の報酬の月額は､平成13年4月1E】から平成 14年3月3

1日までの間に係るものに限り､第2条の規定にかかわらず､その昔に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下 この項において ｢基礎額｣という｡)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額馴威じて得た額とするOただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とする0
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(平成 14年3月に支給する期末手当の割合の特例)

6 平成14年3月に支給する期末手当に関する第5条第3項の規定の適用について

は､同項中 ｢100分の55｣とあるのは ｢100分の50｣とする｡

(平成14年度における報酬の特例)

7 議長､副嵩長及び議長の報酬の月額は､平成 14年4月1日から平成15年3月3

1日までの間に係るものに限り､第2条 の規定にかかわらず､その昔に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下 この項において ｢基礎額｣というO)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額をi威じて得た額とするD ただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とする｡

(平成14年度における期末手当の割合 の特例)

8 平成14年6月､同年 12月及び平成 15年3月に支給する期末手当に関する第5

条第3項の規定の適用については､同項 中 ｢100分の55｣とあるのは ｢ユ00分

の50｣と､｢100分の145｣とあるのは ｢100分の154｣と､｢100分

の155｣とあるのは ｢100分の163｣とするD

(平成15年度における報酬の特例)

9 意長､副蔑長及び篤農の報酬の月額は､平成 15年4月1日から平成164三3月3

1日までの問に係るものに限り､第2条の規定にかかわらず､その者に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下この項において ｢基礎額｣という｡)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額鋸威じて得た額とする｡ただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とするO

(平成 16年度における報酬の特例)

10 議長､副蔑長及び篤農の報酬の月額は､平成ユ6年4月1日から平成17年3月3

1日までの間に係るものに限り､第2条の規定にかかわらず､その昔に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下 この項において ｢基礎額｣というD)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額鋸威じて得た額とするOただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とする｡

(平成17年度における報酬の特例)

日 議長､副義長及び篤農の報酬の月額は､平成 17年4月1日から平成18年 3月3

1日までの間に係るものに限り､第2条の規定にかかわらず､その者に対応する第2

条の表の報酬額の欄に掲げる月額 (以下この項において ｢基礎額｣というO)から基

礎額に100分の5を乗じて得た額鋸威じて得た額とするOただし､期末手当の額の

算出の基礎となる報酬の月額は､基礎額 とする｡

(平成20年度における蕎鼻報酬の特例)

12 意長､副議長及び蔑鼻の嵩農報酬の月額は､平成20年4月1日から平成21年3

月31Eヨまでの間に係るものに限り､第 2条の規定にかかわらず､その昔に対応する

第2条の表の蔑見報酬額の欄に掲げる月額 (以下この項において ｢基礎額｣というo)

から､基礎額に議長にあっては100分の5を､副議長にあっては100分の4を､

議具にあっては100分の2を乗じて得た額を減じて得た額とするOただし､期末手

当の額の算出の基礎となる議員報酬の月額は､基礎額とするO
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(平成 2 1年度及び平成 22年度におけ る栽鼻報酬の特例)

13 議長､副議長及び嵩鼻の態鼻報酬の月 額は､平成 21年4月1日から平成 23年 3

月31日までの問に係るものに限り､第 2条の規定にかかわらず､その者に対応する

第2条の表の篤農報酬額の欄に掲げる月 額 (以下この項において ｢基礎額｣というC)

から､基礎額に議長にあっては 100分 の 6を､副議長にあっては 100分の5を､

議員にあっては 100分の4を乗じて得･た額を減 じて得た額とするOただ し､期末辛

当の額の算出の基礎 となる議員報酬の月 額は､基礎額 とする｡

別表第 1 内国旅行の費用弁償 (第6粂関係)

1 革質､E3当､宿泊料及び食卓料

区 分 革質(1kmにつき) 日当 (一 別こつ き) ∃宿泊料 (一夜につき)言 食卓料E(一 夜 につき)県外の旅行 ･県内の旅行 ト 甲地方 . 乙地方

議 長 4 7円 3.700円 i,850円 い 8,400P∃ 16,700円 3,700円

備考

自家用Ej敷革等を利用して旅行する場･合の宣賃の額は､主賓欄の額にかかわらず､

1kmにつき37円とする0

2 移転料

区 分 鉄道 鉄道 ∃⊇鉄道 ･鉄道 鉄道 鉄道 鉄痩 鉄道50km未満 50km 以上 3OOkm 以上 sookrn 以 上 1()00km 以上 1500km 以上 2000krn

lOOtm .義満 300km兼備 5()Okrrl兼帯 1508由一未満 2000km未満 以上

議 長 153.000円 177.000円 218.000円 269二000円 356.000円 375.DOOR 2401.000円 465.000円

皿JR典及び破鼻 126.000円】144.000円 17S.000円 220.00(一円 ･306.000円 3ユ8.000円 38L00(ー閂.

別表第2 外国旅行の費用弁償 (第6条関係)

1 革質､日当､宿泊料及び食卓料

区 分 日当 (-E3につき) 宿泊料 (一夜につき)

家賃 指定都市 套£ 島 丙地方 +こ.二 .二=-すさ.＼ニ都市 甲地方 ･二地方 丙地方

2 支度料及び死亡手当

区 分 支 度 料 【∃ 死亡手当 ∃旅行期間1月未満 t旅行期間≡月以上.3月兼帯極 行期間3月以上 書

嵩 長 107,800PH 130,900両 154,000円 800,000円
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別表第3 (第6条関係 )

区 分 公務諸費の額

往復の行程が 50km未満の場合 ∃ 3,000円
往復の行程が 50km以上の場合 4,000円

附 則(平成 12年条例第 112号･)

(施行期 日)

1 この条例は､平成ユ2年 ユ0月1日か ら施行するO

(経過措置)

2 改正後の県散会法具の報酬等に関す る条例 (以下 ｢新条例｣というD)の規定は､

次項に定めるものを除き､この条例の施行の 日(以下 ｢施行 日｣とい うO)以後に完

了する旅行について適用し､施行日前に完了した旅行については､なお従前の例によ
る｡

3 新条例別表第 1第1号の表の規定は､施行 日以後に出発する旅行及び施行 E3前に出

発 し､かつ､施行日以後に完了する旅行 の うち施行 日以後の期間に対応する分につい

て適用し､当該旅行のうち施行 日前の期 間に対応する分及び旅行日前に完了 した旅行

については､なお従前の例によるO

附 則 (平成 12年条例第 144%)

この条例は､平成13年4月 1E3から施 行するOただし､附則に1項を加える改正規

定は､同年 1月1日から施行するQ

附 則 (平成 13年条例第 2号)

この条例は､平成 13年4月 1日から施 行するO

附 則 (平成13年条例第77号)

この条例は､平成14年4月 1日から施 行するCただし､附則に1項を加える改正規

定は､同年 1月1日から施行する｡

附 則 (平成 14年条例第38号)

この条例は､平成 14年4月1日から施 行するO

附 則 (平成 14年条例第89号)

この条例は､平成 15年4月1日から施行する｡ただし､附則第8項の改正規定は､

同年 1月 1日から施行する｡

附 則 (平成 15年条例第2号)

この条例は､平成15年4月 IE∃から施 行するO

附 則 (平成 15年条例第 75号)

この条例中第1条の規定は平成 15年12月1日から､第2条の規定は平成 ユ6年4

月 1日から施行するO

附 則 (平成16年条例第40号)

この条例は､平成 16年4月 1日から施 行するO

附 則 (平成 17年条例第89号)

この条例は､平成 17年4月 1日から施行する
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附 則

この条例は､

附 則

この条例は､

附 則

この条例は､

附 則

(平成 ユ7年条例第 164号)

平成 17年12月 lE∃から施行する

(平成 18年条例第47号)

平成 18年4月 1E∃から施 行する

(平成 19年条例第 106号)

平成20年4月1巨∃から施 行する

(平成20年条例第 54号)

(施行期 日等)

1 この条例は､公布のEから施行 し､改正後の県読会議員の議員報酬等に関する条例

の規定は､平成20年9月 1日から適用する｡

(特別職の職員の給与並びに旅費及び費 用弁償に関する条例の一部改正)

2 特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に常する条例 (昭和26年宮城県条例

第 1号)の一部を次のように改正するO

第 14条中 ｢県蕎会誌具の報酬に関す る条例｣を ｢県蔑会議鼻の鼓真報酬等に関す

る条例｣に改める｡

附 則 (平成21年条例第 41号)

(施行期 日)

1 この条例は､平成21年4月 IEヨから施行するO

(経過措置)

2 改正後の県嵩会議長の議長報酬等に関する条例の規定は､この条例の施行の日以後

に出発する旅行から適用し､同E3前に出発 した旅行については､なお従前の例によるD
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